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政府調達に関する協定その他国際約束に係る物品等又は特定役務の調達手続き規程（平成 31年規程第７号）の一部を次のとおり改正する。 

 

令和７年 月 日改正 

経営委員会 

新 旧 
政府調達に関する協定その他国際約束に係る物品等又は特定役務の調達手

続き規程 

 

平成 31年規程第７号 

平成 31年１月 21日制定 

令和２年 12月 17日改正 

令和７年 月 日改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、2012年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に

関する協定を改正する議定書によって改正された1994年４月15日マラケ

シュで作成された政府調達に関する協定（以下「改正協定」という。）そ

の他の国際約束を実施するため、年金積立金管理運用独立行政法人（以下

「管理運用法人」という。）の締結する契約のうち国際約束の適用を受け

るものに関する事務の取扱いに関し、会計規程第40条の規定に基づき必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(１) （略） 

(２) 特定役務 改正協定の附属書Ⅰ日本国の付表５に掲げるサービス

及び同附属書Ⅰ日本国の付表６に掲げる建設サービス（本規程にお

いて「建設工事」という。）に係る役務をいう。 

(３)～（４） （略） 

 

第３条～第５条 （略）  

 

（一般競争の公告） 

第６条 経理責任者は、特定調達契約につき入札の方法により一般競争に

政府調達に関する協定その他国際約束に係る物品等又は特定役務の調達手

続き規程 

 

平成 31年規程第７号 

平成 31年１月 21日制定 

令和２年 12月 17日改正 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に

関する協定（以下「協定」という。）、2012年３月30日ジュネーブで作成

された政府調達に関する協定を改正する議定書によって改正された協定

（以下「改正協定」という。）その他の国際約束を実施するため、年金積

立金管理運用独立行政法人（以下「管理運用法人」という。）の締結する

契約のうち国際約束の適用を受けるものに関する事務の取扱いに関し、

会計規程第40条の規定に基づき必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(１) （略） 

(２) 特定役務 改正協定の附属書Ⅰ日本国の付表５に掲げるサービス

及び同附属書Ⅰ日本国の付表６に掲げる建設サービス（以下「建設工

事」という。）に係る役務をいう。 

(３)～（４） （略） 

 

第３条～第５条 （略）  

 

（一般競争の公告） 

第６条 経理責任者は、特定調達契約につき、一般競争に付そうとするとき
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付そうとするときは、その入札期日の前日から起算して少なくとも40日

前に官報により公告しなければならない。ただし、次の各号に掲げる場合

には、その期間を当該各号に規定する日数まで短縮することができる。 

(１) 特定調達契約に係る次に掲げる事項について、特定調達契約につ

きこの項の規定による公告（以下「一般競争公告」という。）を行う

日の前日から起算して１年前の日から40日前の日までの間に官報に

よりあらかじめ公示している場合 10日 

イ 調達の内容 

ロ 入札期日として予定する日付 

ハ 調達に関心を有する者は、経理責任者に対して当該調達に係る

入札に参加しようとする意思がある旨の表明をすべきこと。 

ニ 第11条に規定する文書を交付する場所 

ホ 次条各号に掲げる事項（この号の規定による公示の際に示すこ

とができないものを除く。） 

(２) 特定調達契約の締結までに急を要する場合 10日 

(３) 次に掲げる場合のいずれかに該当する場合 40日から、５日にそ

の該当する場合の数を乗じて得た日数を減じた日数 

イ 一般競争公告を官報の発行に関する法律（令和５年法律第85号）

第５条の規定により発行される官報により行う場合 

ロ 第11条に規定する文書の交付（一般競争公告を行った日から行

われる交付に限る。）を電子情報処理組織を使用して行う場合 

ハ 入札書の受領を電子情報処理組織を使用して行う場合 

(４) 特定調達契約により調達される物品等又は特定役務が、政府以外

の者により通常行われる取引（物品等の取引にあっては、売買取引に

限る。）の対象となる物品等又は特定役務（当該取引の際にそれらの

仕様の変更又は追加をすることができないものに限る。）である場合  

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる日数 

イ 前号イ及びロに掲げる場合に該当する場合（ロに掲げる場合を

除く。） 13日 

ロ 前号イからハまでに掲げる場合の全てに該当する場合 10日 

２ 経理責任者は、入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を

結ばない場合において、さらに入札に付そうとするときは、前項による入

札公告の期間を短縮することはできないものとする。 

（一般競争公告をする事項） 

は、その入札の期日の前日から起算して少なくとも40日前（一連の調達契

約に関し、その最初の契約に係る入札の公告において、その後の契約に係

る入札の公告において24日以上40日未満の入札期間を定めることを示す

場合には、当該その後の契約については、その定めた期日まで）に官報に

より公告をしなければならない。ただし、急を要する場合においては、そ

の期間を10日まで短縮することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経理責任者は、入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を

結ばない場合において、さらに入札に付そうとするときは、前項による入

札公告の期間を短縮することはできないものとする。 

（一般競争について公告する事項） 
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第７条 一般競争公告は、次に掲げる事項についてするものとする。 

 

(１) 競争入札に付する事項 

(２) 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

(３) 契約条項を示す場所 

(４) 競争執行の場所及び日時 

(５) 入札保証金に関する事項 

(６) 一連の調達契約にあっては、当該一連の調達契約のうちの一の契

約による調達後において調達が予定される物品等又は特定役務の名

称、数量及びその入札の一般競争公告の予定時期並びに当該一連の

調達契約のうちの最初の契約に係る入札の一般競争公告の日付 

(７) 会計規程第30条第２項の規定による申請の時期及び場所  

(８) 第11条に規定する文書の交付に関する事項 

(９) 落札者の決定の方法 

２ 経理責任者は、前項の一般競争公告において、当該一般競争公告に示し

た競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する

条件に違反した入札は無効とする旨を明らかにしなければならない。 

３ 経理責任者は、第１項の一般競争公告において、経理責任者の氏名及び

契約の手続において使用する言語を明らかにするほか、次の各号に掲げ

る事項を、英語、フランス語又はスペイン語により、記載するものとす

る。 

(１) 調達をする物品等又は特定役務の名称及び数量 

(２) 入札期日又は会計規程第30条第２項の規定による申請の時期 

(３) 経理責任者の氏名 

（指名競争の公示等） 

第８条 第６条第１項及び前条の規定は、経理責任者が特定調達契約につ

き指名競争に付そうとする場合について準用する。この場合において、第

６条の見出し中「一般競争の公告」とあるのは「指名競争の公示」と、同

条第１項中「公告しなければならない」とあるのは「公示しなければなら

ない」と、同項第１号中「公告（以下「一般競争公告」」とあるのは「公

示（以下「指名競争公示」」と、同項第３号中「一般競争公告」とあるの

は「指名競争公示」と、前条の見出し及び同条各号列記以外の部分中「一

般競争公告」とあるのは「指名競争公示」と、同条第１項第１項各号列記

部分以外の部分中「事項」とあるのは「事項及び会計規程第31条第３項の

第７条 前条の規定による公告は、次に掲げる事項についてするものとす

る。 

(１) 競争入札に付する事項 

(２) 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

(３) 契約条項を示す場所 

(４) 競争執行の場所及び日時 

(５) 入札保証金に関する事項 

(６) 一連の調達契約にあっては、当該一連の調達契約のうち一の契約

による調達後において調達が予定される物品等又は特定役務の名

称、数量及びその入札の公告の予定時期並びに当該一連の調達契約

のうちの最初の契約に係る入札の公告の日付 

(７) 会計規程第30条第２項の規定による申請の時期及び場所  

(８) 第12条に規定する文書の交付に関する事項 

(９) 落札者の決定の方法 

２ 経理責任者は、前項の公告において、当該公告に示した競争に参加する

者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入

札は無効とする旨を明らかにしなければならない。 

３ 経理責任者は、第１項の規定による公告において、経理責任者の氏名及

び契約の手続において使用する言語を明らかにするほか、次の各号に掲

げる事項を、英語、フランス語又はスペイン語により、記載するものとす

る。 

(１) 調達をする物品等又は特定役務の名称及び数量 

(２) 入札期日又は会計規程第30条第２項の規定による申請の時期 

(３) 経理責任者の氏名 

（指名競争の公示等） 

第８条 経理責任者は、特定調達契約につき指名競争に付そうとするとき

は、第６条第１項の規定の例により、公示をしなければならない。 
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規定に基づき理事長が別に定める資格」と、同項第７号中「会計規程第30

条第２項の規定による申請の時期及び場所」とあるのは「申請の時期及び

場所」と読み替えるものとする。 

 

（削除） 

 

 

 

２ 会計規程第31条第３項の規定に基づき理事長が別に定める資格により

指名される競争参加者に対しては、前条第１項第１号及び第３号から第

５号までに掲げる事項を第１項の規定による公示の日において当該競争

参加者に通知するものとする。 

３ （略） 

（公告又は公示に係る一般競争又は指名競争に参加しようとする者の取扱

い） 

第９条 経理責任者は、特定調達契約につき一般競争に付そうとする場合

において一般競争公告をし、又は指名競争に付そうとする場合において

指名競争公示をした後、当該一般競争公告又は指名競争公示に係る一般

競争又は指名競争に参加しようとする者から会計規程第30条第２項又は

第31条第３項に規定する資格に係る申請があったときは、速やかに、その

者が会計規程第30条第２項又は第31条第３項に規定する資格を有するか

どうかについて審査を開始しなければならない。 

２ 経理責任者は、特定調達契約に係る指名競争の場合においては、前項の

規定による審査の結果、会計規程第31条第３項に規定する資格を有する

と認められた者のうちから、会計規程第31条第３項の規定による基準に

基づく指名競争において指名されるために必要な要件を満たしていると

認められる者を指名するとともに、その指名する者に対し、前条第２項に

規定する事項及び同条第３項各号に掲げる事項を通知しなければならな

い。 

３ 経理責任者は、特定調達契約につき一般競争又は指名競争に係る資格

審査の申請を行った者から入札書が第１項の規定による審査の終了前に

提出された場合においては、その者が開札の時において、一般競争の場合

にあっては第７条第１項第２号に規定する競争に参加する者に必要な資

格を有することを認められることを、指名競争の場合にあっては前項の

 

 

 

 

２ 前項の規定による公示は、前条の規定により一般競争について公告を

するものとされている事項のほか、会計規程第31条第３項の規定による

基準に基づく指名競争において指名されるために必要な要件について

も、するものとする。 

３ 前項の基準により指名される競争参加者に対しては、前条第１項第１

号及び第３号から第５号までに掲げる事項を第１項の規定による公示の

日において当該競争参加者に通知するものとする。 

 

４ （略） 

（公告又は公示に係る一般競争又は指名競争に参加しようとする者の取扱

い） 

第９条 経理責任者は、特定調達契約につき一般競争に付そうとする場合

において公告をし、又は指名競争に付そうとする場合において前条第１

項の規定による公示をした後、当該公告又は公示に係る一般競争又は指

名競争に参加しようとする者から会計規程第30条第２項又は第31条第３

項に規定する資格に係る申請があったときは、速やかに、その者が会計規

程第30条第２項又は第31条第３項に規定する資格を有するかどうかにつ

いて審査を開始しなければならない。 

２ 経理責任者は、特定調達契約に係る指名競争の場合においては、前項の

規定による審査の結果、会計規程第31条第３項に規定する資格を有する

と認められた者のうちから、指名されるために必要な要件を満たしてい

ると認められる者を指名するとともに、その指名する者に対し、前条第３

項に規定する事項及び同条第４項各号に掲げる事項を通知しなければな

らない。 

 

３ 経理責任者は、特定調達契約につき一般競争又は指名競争に係る資格

審査の申請を行った者から入札書が第１項の規定による審査の終了前に

提出された場合においては、その者が開札の時において、一般競争の場合

にあっては第７条第１項第２号に規定する競争に参加する者に必要な資

格を有すると認められることを、指名競争の場合にあっては前項の規定
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規定により指名されていることを条件として、当該入札書を受理するも

のとする。 

４ （略） 

 

 

第10条 （削除）（以下条ズレ） 

 

 

 

 

第10条～第12条 （略） 

 

（随意契約によることができる場合） 

第13条 特定調達契約については、次に掲げる場合に該当するときに限り、

随意契約によることができる。 

(１)～(８) （略） 

(９) 慈善のため設立した救済施設から直接に物品等を買い入れ若しく

は借り入れ又は慈善のため設立した救済施設から役務の提供を受け

るとき（物品等の買入れ又は借入れの場合にあっては、当該物品等を

慈善のため設立した救済施設が生産する場合に限る。） 

 

第14条～第21条 （略） 

 

 

 附 則 （略） 

 

により指名されていることを条件として、当該入札書を受理するものと

する。 

４ （略） 

 

（郵便等による入札） 

第10条 経理責任者は、特定調達契約につき郵便又は民間事業者による信書

の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第

２項に規定する信書便による入札を禁止してはならない。 

 

第11条～第13条 （略） 

 

（随意契約によることができる場合） 

第14条 特定調達契約については、次に掲げる場合に該当するときに限り、

随意契約によることができる。 

(１)～(８) （略） 

 

 

 

 

 

第15条～第22条 （略） 

 

 

 附 則 （略） 

 

附 則（令和７． . 改正） 

 １ この改正は、令和７年 月 日から施行する。 

 ２ この改正は、前項に規定する日（以下「施行日」という。）前に行われた告示その他の契約の申込みの誘引に係る契約で施行日以降に締結されるものに関す 

る事務については適用しない。 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8a%d4%8e%96%8b%c6%8e%d2%82%c9%82%e6%82%e9%90%4d%8f%91%82%cc%91%97%92%42%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8a%d4%8e%96%8b%c6%8e%d2%82%c9%82%e6%82%e9%90%4d%8f%91%82%cc%91%97%92%42%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000006000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8b%e3%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000009000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000009000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000009000000000000000000
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